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研究成果の概要（和文）：コロナ禍により2020年度から2022年度の前半にかけては海外での調査研究や研究報告
が難しい状況が続いたが、代替策としてオンラインでの聞き取り調査、国際学会での研究報告、海外の研究者と
の研究交流等を最大限活用して研究を進めた。その結果、本研究構成員３名共著による英文による日本のPKO政
策についての専門書を出版することができた。同書は、オープンアクセス出版とすることで海外に研究成果が広
まる工夫も行なった。その他、国際関係論分野で世界最大の国際学会（ISA）を初めとする国際学会で毎年報告
を行なったほか（オンライン開催を含む）英文ジャーナルへの論文掲載など海外に向けての研究発信に力を入れ
た。

研究成果の概要（英文）：During the period from the early 2020 to the middle of 2022, COVID-19 
Pandemics prevented us from carrying out our research activities aboroad as originally scheduled but
 we did our best to seek alternatives, especially utilizing online meetings and commutations. As a 
result, we published a coauthored academic book (written in English) on Japan’s peacekeeping (H. 
Fujishige, Y. Uesugi and T. Honda, Japan’s Peacekeeping at a Crossroads: Taking a Robust Stance or 
Remaining Hesitant? Palgrave Macmillan, 2022). This book was published with an open-access, thereby 
increasing an international exposure of our research outcomes. In addition, we shared  our research 
outcomes at various academic conferences both in person and on-line as well as in Japan and abroad. 
We also published articles on English-written academic journals. (For example, Y. Uesugi et al., “
Japan’s Peacebuilding under the Abe Administration: Change and Continuity 2012-2020”, East Asian 
Policy, 2021, 13:1, 94-107.) 

研究分野：国連研究、紛争解決・平和研究
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研究成果の学術的意義や社会的意義
2010年代半ば以降、様々な国際的社会の変化により（大国間対立の復活傾向や国連PKO自体の危険性の増加、コ
ロナ禍の影響等）国連PKO向けの予算は低下傾向が続くとともに活動規模も縮小している。日本も2017年に南ス
ーダンから大規模部隊を撤収後、派遣人数は数名程度という状況が続いている。しかし活動規模や内容は変わっ
ても国連PKOが必要とされる状況は依然として少なくない。本研究では激変する国連PKOの新しい方向性を見定め
るとともに、日本としても大規模部隊派遣に代わる新しい国際平和協力の可能性（他の要員提供国に対する教育
訓練や遠隔医療支援、気候変動に対する対応など）があるという新しい知見を提供した。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 
 本研究着想の背景は二つある。一つは、本研究開始の前年（2018年）、グテーレス国連事務総
長が国連 PKO支援策「平和維持のための行動計画(Action for Peacekeeping: A4P)」を導入した
ことにより、A4P の枠組みの中で国連支援策の充実・整備が予想される状況であったことであ
る。もう一つの背景としては、本研究開始の前々年（2017年）、日本政府が、南スーダンの国連
PKO（国連南スーダン共和故国ミッション：UMMISS）から陸上自衛隊の部隊を撤退して以降
1992年の国際平和協力法成立以降、四半世紀にわたって継続されてきた自衛隊の部隊派遣が途
切れ、再開も難しくなったことである。以上、二つの背景に鑑み、日本政府が、A4Pの枠組みの
中で、新しい国連 PKO支援策を模索しはじめていたことで、本研究の着想を得た。 
 
２．研究の目的 
 前項で述べた研究の背景に鑑み、本研究では、（１）国連 PKO 側で必要とされるニーズと、
国連加盟各国の PKO 支援策を調査したうえで、（２）日本が（従来の部隊派遣に代わって）取
りうる国連 PKO支援策を検討することを研究の目的とした。 
 
３．研究の方法 
 前項の目的を達成するにあたり、当初は、文献調査と海外調査（主に聞き取り調査）を想定し
ていたが、５カ年の研究計画の 1年目(2019 年度)年度の終わりから 4年目（2022 年度）の半ば
にかけて、コロナ禍の影響を大きく受け、海外調査をまったくできない時期が長く続いた。その
ため、研究方法については当初の想定の大幅な変更を余儀なくされ、海外調査の代替策として、
主にオンライン会議を利用したほか、メールでのやり取りによる情報収集なども行なった。結果
としては、これらの代替策は予想以上にうまく機能し、海外調査を実施した場合のように、特定
の期間に集中して調査を行う必要がないこと等、多くの利点も認められた。 
しかしながら、実際に調査先を訪れ、現場の状況や「空気感」を確認することや、調査の相手
先との人間関係を築き、次の調査に繋げていくことはオンライン会議ではやはり難しかったた
め、2022 年半ば以降、コロナ禍による海外渡航制限が緩和されて以降は、海外調査も再開した。
それと同時に、海外調査の期間、調査の相手先の都合がつかなかったり、遠方で訪問することが
難しかったりした場合には、引き続きオンライン会議等でも情報収集も行ない、2022 年半ば以
降は、対面とオンラインでの調査を併用することで、より効率的に長さを進めることが可能とな
った。 
また、英文での書籍・論文の刊行、国際学会での報告に力を入れ、研究成果を海外に向けて発
信する態勢をとった。 
 
４．研究成果 
 ５カ年の研究により明らかになったのは、この期間に、国連 PKO のあり方、また、その環境が
当初の予想を遥かに超えて急激な変化を遂げたことである。この間に生じた変化は多岐にわた
るが、主要な点は以下の通り。（１）国連 PKO の量的な縮小(ミッション数自体の減少と、それに
伴う派遣要員数の減少)、（２）国連 PKO の急速なデジタル化（元々、デジタル化の趨勢はあった
が、コロナ禍の影響もあり、急速に進展）、（３）「気候の安全保障」と国連 PKO の接点に対する
関心と同分野での対策の必要性に対する認識の高まり（近年、特に問題となっているアフリカ・
サヘル地域の不安定さが温暖化の影響を大きく受けているため）、（４）国連 PKO におけるジェン
ダー問題の取り組みの一層の強化（その傾向は以前からあったが、2018 年、国連平和活動局が、
ジェンダー分野の活動指針を提出したことで、ジェンダー問題への対応がさらに重要化）、（５）
地域機関とのパートナーシップの強化（この傾向も以前からあったが、国連の財政難もあり、近
年、特に顕著化）。これらの変化を総括していえることは、従来のような国連 PKO支援策（＝部
隊や要員の派遣）の適用範囲が相対的に縮小し、他方、新たな分野での専門的な知識や技能が求
められる分野での支援（特に知見や経験の提供）がひときわ重要になっているということである。 
翻って、上記の調査結果を日本の国連 PKO支援策に当てはめると、以前と同じような大規模な
自衛隊部隊派遣に対する国連側の要請は低下する一方、知見や技能などを提供することで、部隊
派遣に代わる新たな国連 PKO支援は十分可能だということがわかった。実際、日本政府は、2015
年頃から行なっていたアフリカやアジア諸国の工兵隊に対する能力構築支援（国連 PKO に工兵
隊が派遣されたことを想定した教育や訓練）を行なってきたが、近年は、これを A4P の枠内に位
置付け、特に（被支援国の）教官への教育訓練に力を入れている。その他、デジタル技術を駆使
した遠隔医療支援も、コロナ禍の影響を大きく受けた期間に、大きな進展をみせる等、国連 PKO
側での大きな動き（A4P の導入）と日本側の事情（大型部隊派遣の中断）という、二つの重要な
背景の双方に対応した新たな支援策を模索してきたと評価できるであろう。 
 しかしながら、今後の改善を検討すべき課題ももちろんある。特に喫緊の課題となるのは、少
数でも、国連 PKO への要員派遣を増加させる努力である。上記の通り、近年、国連 PKO では量的
縮小が続いているが、現在も 11 個のミッションが展開中であるにもかかわらず、2017 年の南ス



ーダンから陸上自衛隊部隊撤収後、日本からの要員派遣は、同じく南スーダンへの司令部要員の
４名だけという状況が数年に渡り続いてきた。現在、単純に要員派遣数を競う時代ではなくなっ
てはいるが、その点を考慮しても、やはり４名という数字はかなり少ないといえよう（2024 年 4
月、日本政府は司令部要員の派遣数を２名増やす決定を行なったため、今後は６名の派遣体制と
なる）。要員派遣数の少なさは、国連 PKO への支援という観点から見劣りするだけでなく、自衛
隊要員に「現場経験」を積ませる機会の縮小という意味からも問題視すべきであろう。このよう
な見地から、かつてのような部隊派遣の再開は現実的ではないにせよ、特に自衛隊の知見や経験
を共有できるようなポスト（特に司令部要員）への少人数の派遣拡大は検討されるべきであろう。
また。国連 PKO への要員派遣には、軍事要員や警察要員だけでなく、様々な分野における文民専
門家の派遣もある。今後は、文民要員派遣のより積極的な派遣も、日本が行いうる国連 PKO への
支援策として、より真剣に検討すべきであるということが、本研究の結果、得られた結論の一つ
である。 
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